
企業数 妥結額 対前年比

社 歳 円 円 ％ 社 円 ％

１ 24 38.7 598,034 572,656 4.43 23 603,896 ▲ 2.51

２ 31 38.4 824,370 803,215 2.63 27 829,094 0.35

３ 11 － 697,632 564,786 23.52 11 697,632 23.52

４ 6 39.2 703,017 692,321 1.54 6 703,017 1.54

５ 34 38.8 816,044 807,576 1.05 22 842,331 0.13

６ 1 － － － － 0 － －

７ 7 38.6 688,723 667,766 3.14 7 688,723 2.72

８ 3 37.1 715,783 － － 1 － －

９ 12 42.1 605,924 840,118 ▲ 27.88 12 605,924 ▲ 27.88

10 14 38.1 620,320 570,887 8.66 8 571,874 5.15

11 23 37.7 675,292 574,702 17.50 14 617,436 22.33

12 33 38.9 743,678 679,099 9.51 15 706,956 6.44

13 6 37.6 791,741 770,850 2.71 6 791,741 ▲ 0.72

14 3 39.7 832,275 705,285 18.01 3 832,275 15.38

15 50 37.5 763,296 747,172 2.16 36 790,740 5.44

16 11 35.7 577,979 594,694 ▲ 2.81 9 586,477 ▲ 1.38

17 13 38.6 852,155 837,631 1.73 13 852,155 1.73

18 7 － 695,083 711,644 ▲ 2.33 7 695,083 ▲ 0.24

19 11 40.9 856,226 870,181 ▲ 1.60 9 858,338 ▲ 1.41

20 46 37.6 548,307 586,116 ▲ 6.45 24 542,259 ▲ 8.86

21 1 － － － － 0 － －

22 6 － 461,228 551,732 ▲ 16.40 4 469,106 ▲ 13.68

353 38.6 733,935 726,933 0.96 257 742,295 0.68

（注）

　１．本年の集計対象企業は、資本金10億円以上かつ従業員1,000人以上の労働組合のある企業のうち、妥結額を把握

　　できた353社である。なお、数値は、原則として各企業の組合員数による加重平均である。

　２．妥結額が非公表などの理由により、集計に必要な妥結内容を把握できなかった企業については、集計対象から

　　除外している。

　３．妥結額は、原則として平均方式を用いたが、一部に個別ポイント方式での妥結額を含んでいる。

　４．集計企業数が１～２社の産業は、全産業の平均には算入しているが、産業別の集計結果は公表しない。

   　 対前年比についても、前年の状況を把握できた集計企業数が１～２社の場合は数値を公表しない。
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